
新しい時代を切り拓く実践経営情報紙

発 ⾏︓久保総合会計事務所
〒536-0006
大阪市城東区野江4丁目11番6号
TEL（06）6930-6388  
FAX（06）6930-6389

第32号 平成27年4月22日（火）

27年度 地方労働行政運営方針策定
人事に不可欠 各労働局の最新情報

厚生労働省は4月10日付けで「平成27年度地方労働行政運営方針」を策定し、公表した。

各都道府県労働局はこの運営方針に基づき各地域の管内事情に則した重点課題を盛り

込んで行政運営方針を策定し計画的な行政運営を図る。今年度の労働行政の重点施策

は次の通り。

（1）労働基準行政

過労死等の防止、女性の活躍促進、経済の好循環の実現等が求められている中、今後の

労働基準行政においては、法令に基づく最低限の労働条件の確保に加え、より良い労働

条件の実現に向けた行政運営を行う必要がある。そのため監督指導では、法定労働条件

の遵守徹底のための迅速かつ厳正な対応を行うとともに、地域全体の労働環境の底上げ

を図るため、地域の有力企業への働きかけ等、監督指導以外の手法も活用した労働条件

の向上に向けた総合的な施策を推進する。

（2）職業安定行政

雇用を取りまく環境の変化に対応するため、職業紹介業務の充実強化による効果的な

マッチングの推進や正社員希望者に対する就職支援、人手不足分野などにおける人材

確保と雇用管理改善、民間を活用した就職支援等を推進するとともに、地方自治体と連携

した地域雇用対策や女性・若者・高年齢者・障害者などの雇用対策を進め労働環境の

整備を推進する。

（3）雇用均等行政


